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個人情報保護方針 

 
                     制 定 日 平成18年3月20日 

                 最終改定日 令和5年10月2日 

ProGATE株式会社 

神奈川県横須賀市光の丘 3-4 YRPセンター1番館 413 

取締役社長 田中 僚史 

  

 

ProGATE 株式会社（以下、当社）では、情報処理サービスの提供を行うにあたり、皆様の個人

情報を保護し管理することを事業活動上、最重要事項と位置付け、個人情報の取得、利用及び

提供などの基本原則を制定し、以下の方針を履行いたします。 

 

①当社の事業活動に必要な範囲内で、個人情報の取得、利用、提供、委託を所定の規則に従い

適切に取扱い、利用目的の範囲を超えた個人情報の取扱い(以下、目的外利用)を行わないこ

と及びそのための措置を講じます。  

 

②個人情報の取扱いに関する法令、国が定める指針その他の規範を遵守します。  

 

③個人情報の漏えい、滅失又はき損等の危険に対して、リスクアセスメントを講ずると共に、万一

の発生時には速やかな是正処置を実施します。 

 

④当社の個人情報の取扱いに関する、苦情及び相談への窓口を設置し、対応いたします。 

 苦情及び相談のお問合せ先は、以下の通りです。 

〒２３９－０８４７  

横須賀市光の丘 3-4 YRPセンター1番館 413号 

ProGATE株式会社 個人情報保護相談担当窓口 

電話番号:０４６－８３９－４６２３ 

E-mail : pms@pro-g.co.jp 

 

⑤個人情報保護マネジメントシステムを継続的に見直し、改善します。 

 

 

個人情報の取り扱いについては、以下の管理・運営を行っております。 
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・ 事業者の名称 

ProGATE株式会社 

 

・ 個人情報保護管理者 

当社では、下記の者を個人情報保護管理者として任命しております。 

個人情報保護管理者：相馬右 

連絡先：０４６－８３９－４６２３ 

 

・ 個人情報の取得・利用目的に関して 

取得した個人情報の利用目的は以下の通りです。 

 

【社員(契約社員、派遣社員、パート・アルバイト含む)】 

事業管理・人事管理・給与管理・福利厚生管理・安全衛生管理に関わる社員管理 

 

【採用応募者】 

応募者管理（採否の連絡） 

 

【商品購入者】 

顧客管理（商品の問い合わせ、配送先情報、アフターサービス等） 

ダイレクトメールの発送等、各種サービス・製品のご提供およびセミナー、イベント等に

関するご案内のため 

 

【業務委託先】 

社員管理、応募者管理・顧客管理（配送先情報の提供） 

ダイレクトメールの発送等、各種サービス・製品のご提供およびセミナー、イベント等に

関するご案内のため 

 

   【問い合わせ者】 

お問い合わせ者情報管理 

ダイレクトメールの発送等、各種サービス・製品のご提供およびセミナー、イベント等に

関するご案内のため 

 

 

【個人情報保護法に基づく開示等のご請求に関する個人情報】 

    当該ご請求への対応 

 

上記の業務推進及び業務受託推進のためを目的として利用いたします。 
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なお、当社への個人情報の提供は任意ですが、提供いただけなかった場合、採否の連

絡通知や商品の配送等、各種お問い合わせへの回答が不可能になります。 

 

・ 安全管理措置 

当社は、個人情報の漏えい、滅失又はき損等のから保護するため、以下の安全管理措置

を講じます。 

 

(1) 組織的安全管理措置 

個人情報の取得、利用、保存等を行う場合の基本的な取扱方法を整備 

整備した取扱方法に従って個人情報が取り扱われていることを責任者が確認 

従業員から責任者に対する報告連絡体制を整備 

 

(2)人的安全管理措置 

個人情報の取扱いに関して、従業員に定期的な研修を実施 

個人情報についての秘密保持に関する事項を就業規則に記載 

 

(3) 物理的安全管理措置 

個人情報を取り扱うことのできる従業員及び本人以外が容易に個人データを閲覧できない

ような措置を実施外部からの不正アクセスから保護する仕組み 

個人情報を取り扱う機器、電子媒体及び書類等の盗難又は紛失等を防止するための措置

を講じるとともに、自社建屋内の移動を含め、当該機器、電子媒体等を持ち運ぶ場合、容

易に個人情報が判明しないよう措置を実施 

 

(4) 技術的安全管理措置 

個人情報を取り扱うことのできる機器及び当該機器を取り扱う従業者を明確化し、個人情

報への不要なアクセスを防止 

個人情報を取り扱う機器を外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護する仕

組みを導入 

 

(5)外的環境の把握 

外国の個人情報保護制度等を定期的に確認し、安全管理措置を実施 

 

・ 個人情報の提供・委託に関して 

当該利用目的の達成に必要な範囲内において、個人情報の提供・委託を行うものとしま

す。 

皆様の個人情報を、本人の許可無く開示したり、もしくは第三者へ提供したりする事は、

いたしません。 
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ただし､以下の場合は､本人の許可無く第三者へ個人情報を提供する場合があります｡ 

１） あらかじめ、本人から同意を得ている場合 

２） 利用目的の達成に必要な範囲内において、個人情報の取扱いの全部又は一部を

委託する場合 

３） 合併その他の事由による事業の承継及び特定の者との間で共同して利用する場合 

４） 法令上の義務履行のため必要な場合 

５） 人の生命、身体又は財産等の重大な利益を保護するために必要がある場合であり、

本人の同意を得ることが困難であるとき 

 

・ 個人情報の開示、訂正、苦情及び相談等について 

個人情報の開示、訂正、利用停止、苦情及び相談等につきましてご登録者は、以下の申

出ができます。 

なお、当社は､個人情報の照会･訂正･利用停止･消去等のご要望があったときは､所定の

手続でご本人様であることを確認のうえ､速やかに対応します｡ 

１） 個人情報の利用目的の通知 

２） 個人情報の開示 

３） 個人情報の訂正 

４） 個人情報の追加 

５） 個人情報の削除 

６） 個人情報の利用停止 

７） 個人情報の第三者への提供停止 

８） 苦情及び相談 

    自己の個人情報の開示等を求める場合には、下記、個人情報相談窓口へお問合せ下さい。

開示等の要求は、当社指定の申請書により、本人又は代理人であることの確認後、遅滞

なく適切に対応いたします。 

 

・個人関連情報(cookie)の取り扱いについて 

 当社は cookie を利用して個人情報に紐づくアクセス履歴等は取得しておらず、また第三者提

供もしておりません。 

 

・匿名加工情報、仮名加工情報の取り扱いについて 

 当社は匿名加工情報、仮名加工情報の作成および利用・提供はしておりません。 

 

・ 個人情報に関するお問合せ先 

お問合せ先は、以下の通りです。 

〒２３９－０８４７  

横須賀市光の丘 3-4 YRPセンター１番館 413号 
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ProGATE株式会社 個人情報保護相談担当窓口 

電話番号:０４６－８３９－４６２３ 

E-mail : pms@pro-g.co.jp 

 

 

・ 所属する認定個人情報保護団体 

JIPDEC 

〒１０６－００３２ 東京都港区六本木１－９－９ 六本木ファーストビル１２Ｆ 

一般財団法人日本情報経済社会推進協会 個人情報保護苦情相談室 

電話番号:０３－５８６０－７５６５ 

０１２０－７００－７７９ 

 

・ 個人情報開示等の手続方法のご案内 

１） 受付窓口 

手続は、当社指定の申請書により行いますので、上記、個人情報に関するお問合

せ先までご連絡願います。 

開示請求に関する手数料についてはいただきません。 

 

２） 開示等要求の受付方法 

開示等の要求があった場合は、申請書を取りに来ていただくか、郵送にて手配 し

ます。 

３） 本人又は代理人の確認 

      開示等の要求は、本人又は代理人であることの確認が必要なので、申請書と、本人確

認のための根拠となる資料により行います。 

     ＜確認方法＞ 

      来社の場合：本人確認ができる身分証明書の写しを提示 

電話の場合：電話をかけ直し、本人確認を行う 

郵送の場合：本人確認ができる身分証明書の写しを同封 

      代理人の場合： ①本人確認のできる身分証明書の写しを同封 

②本人からの委任状、本人の印鑑証明書 

③代理人の本人確認ができる身分証明書の写しを提示 

      ※本人または代理人を確認する証明書に、本籍地が記載されている場合は 不要です

ので、油性ペンなどで消去したものを提出いただきますようお願い致します。 

 

４） 開示等に対する回答 

申請書及び本人確認後、開示等の手続をいたします。 

書面若しくは電磁的記録にて開示いたします。 
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       なお、申請書及び本人確認後、誤りもしくは、不十分である場合又は開示すること

によって、以下の事項に該当する場合は、開示等に対応することができません

ので、その旨、遅滞なく通知いたします。 

・本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場

合 

・当該事業者の義務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

・法令に違反することとなる場合 

 


